
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１３

基盤研究(B)

2013～2011

高等教育改革、人材流動、ブレインゲインの相互作用に関する実証研究

Empirical Study on the Interactions among HIgher Education Reform, Skills Mobility a
nd Brain Gain

８０４３２０６１研究者番号：

松塚　ゆかり（MATSUZUKA, Yukari）

一橋大学・大学教育研究開発センター・教授

研究期間：

２３３３０２３９

平成 年 月 日現在２６   ６ １８

円    12,200,000 、（間接経費） 円     3,660,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、定量、定性両面での調査・分析を通して、（１）経済力の強い地域に高度人材
が流入する傾向にあること、（２）大学間の国際流動性は大学の知名度やランキングに深い影響を受けること、（３）
チューニング等の大学間情報共有により留学や研究交流の学術的実質性が高まることを明らかにした。またチューニン
グは比較優位性の原理に即して適用することにより、地域、大学、そして学術分野の特色や貴重性を維持させ、多様性
を尊重した機能強化を可能とすることを示唆している。

研究成果の概要（英文）：This study revealed that 1) highly skilled individuals tend to move to areas where
 returns to their skills are higher, 2) inter-institutional mobility for higher education in global settin
g is affected by institutional reputation and other indicators such as university ranking, 3) inter-instit
utional information sharing through "Tuning" potentially enhances learning experience and substantiality f
or students and scholars. Tuning, when it is applied based on the rule of comparative advantage, enables u
niversities maintain the strength and uniqueness of their region and institutions as well as their academi
c fields, thus allowing functional differentiation that at the same time respects diversity.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
学生・研究者の地域間移動における高度人
材の獲得、すなわちブレインゲインは欧米に
おいて大戦後の主要な研究テーマであった。
実証研究の基礎となったロイモデルは、能力
の効用基準が一定の場合、能力の高い者ほど
その対価と能力別格差が大きい地域に集う
ことを説いた。この説は後年、人材流動化に
伴う頭脳流出論争を招き、さらに、高度人材
の流入国と流出国の経済格差は拡大傾向を
辿ることが、従属論や周辺論によって説明さ
れた。しかし 1990 年代に入ると、人材移動
は受入れ、送り出し両国にとって有益である
と新古典派経済学者を中心に主張される。グ
ローバル化が進行すると人材の往来は絶え
間のない「循環」あるいは「回流」の体を成
し、高度人材による技術革新は一定の国に留
まることなく世界全体に行き渡ると説く。こ
の中で高等教育は、循環する知識社会への適
用を容易にする「流動化へのパスポート」で
あるとされた。 
1999 年に欧州で締結されたボローニャ宣
言は、学生と研究者の流動性促進、教育の基
準共有と互換性強化を軸に欧州高等教育圏
構築を目指す「循環説」を標榜する政策であ
った。2000 年には欧州を世界で最も競争力あ
る知識基盤経済とすることを目標とするリ
スボン戦略に組み込まれ、ボローニャプロセ
スとしてその包囲を域外へと拡大する。教育、
雇用、技術政策を一線上においた経済強化策
の一翼を担うこととなるが、経済戦略として
の流動促進は「循環説」が説く均等なスキル
配分を可能とするどうかは疑問であった。事
実、EU 周辺国を含む流動化計画の効果分析
（Matsuzuka 2010)では、高度人材が貧しい
国から富める国へと流出する明らかな傾向
が認められた。そして大学間の流入比率はそ
の大学の国際評価と正の関係を成す。教育政
策・人材流動・ブレインゲインの相互作用と
その効果について詳細な検証が必要であり、
これが本研究の最初の課題であった。 
米国の Adelman（2009）は域外へと拡大す
るボローニャプロセスを、「これまでの歴史
の中で最も影響力のある野心的な構想であ
り、今後 20 年間に世界の高等教育モデルを
支配するだろう」と評した。特に大学主導で
教育内容の比較性・互換性を高めようとする
基準作成事業である「チューニング」に注目
している。米国及び中国はこれらの取組に対
して即座に反応し、研究事業が次々と立ち上
がる一方、政府主導で計画自体への積極的参
画が促され、欧州大学との単位互換や連携学
位の開発が急速に進んだ。一方日本において
は、欧州委員会による諸々の連携事業への勧
誘に対し、少なくとも2000年代においては、
消極的あるいは受身の姿勢であったことが
同委員会及び議会での聞き取り調査から明
らかになっている。 
高等教育の世界基準を先導してきた米国
は、今いかなる意図と方針を以て EU 基準と

向き合っているのか。そのことはアジア高等
教育圏を構想する日本にどのような示唆を
与えるのか。日本では人材流動の戦略的意味
合い、具体的方策、経済的効果に関する研究
が蓄積されているとは言い難く、本研究では
一旦欧米と同様の視点に立つことで教育改
革と経済戦略との関係を明らかにし、日本の
高等教育における国際的課題を提示しよう
とした。 
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２．研究の目的 
上記の背景に鑑み、本研究では、学生及び
研究者の流動性拡大と単位･学位の互換性強
化を軸に、EU経済政策の一翼を担うボローニ
ャプロセスに焦点をあて、高等教育改革、人
材流動、ブレインゲインの相互作用を定量・
定性両面の検証により明らかにすることを
目的とした。 
また、「大学によるボローニャプロセスへ
の貢献」として 2000 年から開始された、大
学間で相互にカリキュラムの認証性を高め
ようとする「チューニング」に、流動性を大
きく左右する試みとして注目した。チューニ
ングはトップダウンの質評価基準と異なり、
大学主導のボトムアップの取組であり、国家
や地域的制約も受けないために、静かにそし
て広く普及する可能性が高い。カリキュラム
の国際通用性の拡大は流動化の強力な促進
力となるため、その詳細を明らかにすること
は大学教育に実践的な課題を提供すると考
えた。さらに、カリキュラムの相互認証は、
教育内容の標準化が進む可能性も含意する
ため、教育が媒介する格差拡大の問題など、
重要な議論を誘発する。グローバル化の中で
あらゆる基準が共通性の高いものへと収斂
されていくのであれば、地域性や大学の独立
性・独自性の確保など、教育の国際化がもた
らす多面的な課題を提示することが重要で
ある。 
欧州で始まり、世界的に拡大する高等教育
改革をブレインの移動という観点から考察
し、改革の日本への波及性も検討することを
通して、アジア高等教育圏構想が議論される



日本において、なぜ研究者・学生の流動性が
高まらないのか、なぜ日本の大学の国際評価
は下降傾向にあるのか、国際的流動化計画と
の調和と競合のバランスをいかに確保する
のか、などの問いに対しても一定の答えを見
出そうとした。 
 
３．研究の方法 
本研究は教育政策、人口移動、経済効果と
いう学術領域を交差した課題に取組むため
に、一定の学術分野に限定して研究の枠組み
を組み立てるのではなく、問題を解明するた
めに必要な研究アプローチは何か、という課
題中心的観点から研究が設計された。したが
って、教育学の分野では、比較教育論、高等
教育政策論、大学組織論、大学評価論など、
経済学の分野からは人的資本論、内生的経済
成長論、産業構造論、人口統計学などを適用
し、両分野を融合させることにより、経済政
策としての教育改革のインパクトを検証し
ている。 
また、EU 高等教育改革はその進行の速さと
普及力が故に、実態に近づくためには国家単
位のマクロ的効果と機関レベルのミクロ的
実態の両方を検証する必要があった。本研究
は量的分析と質的調査を組み合わせ、実証の
枠組みを強化すると同時に、研究対象国を横
断して定性と定量分析の専門家を均等に配
し研究チームを構成したことが特徴でもあ
る。 
 研究は以下の三段階に分けて遂行された。 
（１）EU 域内のボローニャプロセス(BP)、人
材流動、ブレインゲインの関係解明、 
（２）BP の域外への普及状況の把握、 
（３）日本における波及性と課題の明確化 
 
まず、既存の研究成果を整理した上で、 
（１）EU 域内を対象に、高度人材、研究者、
学生の流動バランスを国家間、大学間、学術
領域間の 3段階で定量的に分析した後、大学
6校と大学が所在するEU代表部を訪問して流
動量に作用する改革要因を定性的に調査し
た。調査対象国は、フランス、イギリス、ポ
ーランドである。 
（２）米国と中国のボローニャプロセス、
とくにチューニング事業への参画状況を調
査し、現地の大学、EU 代表部、研究機関を訪
問し聞き取り調査を実施した。米国ではチュ
ーニングの実践が活発かつ成功していると
言われるユタ州を中心とした州立、私立、コ
ミュニティーカレッジの 3大学、中国ではチ
ューニングを率いる中国教育部、実践する北
京大学、清華大学、北京師範大学等を対象と
した。 
（３）全収集データを包括的に分析すると
同時に、日本でのボローニャプロセスへの参
加状況を確認しつつ、チューニング事業の可
能性を調査・研究、実践のアプローチとモデ
ルを構築した。 
 

４．研究成果 
（１）人材流動化に作用する要因 
 欧州を対象とした定量面での分析では、学
生や研究者は経済的に貧しい国から富める
国へと流出する明らかな傾向がみとめられ
た。また、大学ランキング等で評価の高い大
学、そしてそれらの大学が所在する地域に、
より多くの留学生や研究者が流入する傾向
が明らかになった。しかしながら、学生や研
究者の移動に作用する要因は多様であり、高
等教育改革の流動性への影響度を明らかに
するためには、地理的環境、歴史的背景、文
化と言語環境、経済力の変動等、流動化に影
響を与える他の要因を同時に検討するべき
ことがわかり、定量、定性両面の調査におい
て、その点を重視した。 
 
（２）高等教育改革と流動性 
 調査対象となったいずれの地域において
も留学生の受入と送出しを始めとする流動
化計画は国レベル、機関レベルで重要な関心
事であり具体的な施策が講じられていた。地
理的環境、歴史的背景、文化と言語環境、経
済力などは引き続き重要かつ大きな影響力
を有するものの、少なくとも短期的には「一
定」あるいは外因的要因であり、その影響度
に顕著な変化は見られなかった。一方、ボロ
ーニャプロセスは、学生および研究者の流動
性に短期間に強力なインパクトをもたらし
ていた。また、制度改革が故に各国、各地域
において政策執行における戦略的意味合い
が濃くなっていることが確認された。 
 例えばフランスでは、旧植民地であるアフ
リカからの留学が多く、歴史的、文化的要因
が流動性に深く作用している。一方で、2011
年にはアフリカからの留学生が減少する一
方、アジア（特に中国）およびアメリカから
の留学者が増加の一途をたどり、地球規模な
流動性が進む傾向にある。また機関レベルで
の聞き取り調査の結果、中国やインド、ブラ
ジルを含む、従来とは異なる留学生の増大が
見られることが明らかになった。つまり、流
動性を促す原因として、歴史的要因や仏語を
話す圏域という言語の問題は引き続き流動
性に大きく作用しており、また、都市や地方
の魅力という地理的、社会的あるいは経済的
な要因も重要であるものの、留学奨励策が学
生の移動に強い影響を与え始めていること
がわかっており、ボローニャプロセスを中心
とする欧州高等教育圏構想の進展を反映し
ているものとして受け止められる。 
 
（３）流動化を促す情報共有の力学 
 ボローニャプロセスにおいて流動化を促
す施策には、エラスムス計画を中心とする留
学奨学金制度、学位取得のための年数を域内
で統一するサイクル制度、単位換算法を ECTS
で統一するなどが代表的である。これらは大
学にとって、欧州委員会から「与えられた」
課題であり、実践であり、域内各国によって



浸透度に差はあるものの、徐々にその効果は
見られた。 
しかし、本研究が特に注目したのは、すで
に言及しているように、「大学によるボロー
ニャプロセスへの貢献」として 2000 年に開
始された「チューニング」である。他の改革
が「与えられた」課題であるのに比して、チ
ューニングは学位に導く教育の内容やそれ
に必要な資源について大学間で情報を共有
しようとする「大学主体」、より具体的には
学術分野別に「教員を主体」の試みである。
またチューニングにより表現される教育の
内容は、学習者の観点から学ぶ内容と時間、
そしてそれにより備わるコンピテンス、さら
にそのコンピテンスが可能とするだろうキ
ャリア形成までを網羅して情報を明示しよ
うとすることが特徴である。チューニングは
本研究期間中も急速な世界的拡大を見せて
おり、南北アメリカはもとより、オーストラ
リア、ロシア、アジア、アフリカ等、ほぼ全
大陸を網羅していた。 
その理由をさらに精査することにより、以
下が明らかになった。 
① 学習内容やその成果に関する具体的情
報開示は、学生にとっては留学の際に
機関の選択を容易にし、大学にとって
は学生の受け入れを容易にする。 
② 学習内容やその成果を明示できるとい
うことは、学位を構成する教科の組み
合わせや連続性について説明力が備わ
ることであり、学位の実質性を高める
効果がある。 
③ それらの情報が大学間、地域間で共有
されると、単位の加算性が向上し、ま
た共同プログラムや連携学位も組み立
て易くなり、留学のインセンティブが
高まる。 
つまり、チューニングは奨学金制度等とは
異なり、即時的影響力こそ持たないが、大学
間やひいては人材の流動のあり方に今後深
く長く影響することが予想されるのである。 
 
（４）戦略的情報共有と大学間モビリティー 
しかし、情報共有自体が流動の「絶対量」を
増やすことの実証まではいたってない。留学
等国際移動は、学生等の志向や意志は言うま
でもなく、資金の有無や多寡、そして留学か
ら得られる経済的・社会的便益に大きく左右
されるために、情報共有のインパクトのみを
明らかにすることは容易ではない。 
しかし、おそらく確かなのは、経済・社会
的条件が一定の場合、情報の共有により学生
移動の「ありかた」に一定の法則が生まれる
ことである。そしてその法則は、情報開示を
行うか否かはもとより、①情報の量と質が充
実しているか、②その情報の質に信頼性があ
るか、③そのような情報はどのような大学間
でどのような分野を対象に共有されるのか
によって定まると思われる。留学に実質的学
業成果を期待する学生は、開示される情報が

①と②の条件を満たしていることを求める。
そしてその情報に付加価値を与えると同時
に大学間モビリティーの方向性を定めるの
が、③の、どのような意図と計画のもとにど
のような大学間でどの分野を対象に情報共
有が図られるかである。 
交流を前提とした情報共有は、多くの場合
同レベルの大学間で同一の学術分野を対象
に行われる傾向にある。これ自体は①と②を
遂行することを妨げるものではない。しかし
実際に交流がはじまり学位につながる課程
となった時、そこに大学間連携を軸とした国
境を越えた階層性が生まれる兆候が見られ
た。欧米諸国の国際連携はすでにこのことを
意識して組まれる傾向にあり、このことは市
場における絶対的価値を追求する競争優位
性の法則に準ずるといえる。 
一方、異分野間あるいは同分野でも異質な
学習機会を提供するプログラム間の情報共
有はかならずしもこの法則の適用を受けな
いことが示唆された。まずは①と②を遂行の
上、プログラムの内容と特徴を明確にしたう
えで、異なる分野を見渡し組み合わせて課程
を構成する発展型のチューニングが有効で
あると考えられる。これにより、大学のレベ
ルが異なってもプログラム単位で比較優位
性の原理に基づく多様性を備えた課程の組
み立てが実現できるのではないか。 
ポーター以後比較優位性の法則はロバス
ト性を減じたかのごとく論じられた。事実、
世界の有力大学は競争優位性の強化を図っ
ている。しかし教育が短期市場で決定される
優位性に即することが危険性であることは
多くが認めるところである。大学単位、プロ
グラム単位での特徴と強みの認識、その貴重
性の存続、その結果としての機能別分化（強
化）が今後の大学間モビリティーの方向性を
担うのではないだろうか。 
 本研究から得られた知見は以下に記す書
籍や学会発表等で報告、共有した。また本研
究の期間中に国際シンポジウムを2回開催し、
専門家を招聘するなどして、ボローニャプロ
セス、チューニング、産学官連携等を論題に
研究成果を広く共有し、公表した。また本研
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